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第80回定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第80期(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

新光電気工業株式会社

上記の事項につきましては、法令および定款第17条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.shinko.co.jp）に

掲載することにより、株主の皆様にご提供いたしております。

表紙
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連結注記表

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　10社

・主要な連結子会社の名称　　　SHINKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN. BHD.

KOREA SHINKO MICROELECTRONICS CO.,LTD.

SHINKO ELECTRIC AMERICA, INC.

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　SHINKO MICROELECTRONICS（THAILAND）CO., LTD.

・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を与えていないた

めであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　SHINKO MICROELECTRONICS（THAILAND）CO., LTD.

・持分法を適用しない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社は、連結純損益および

利益剰余金等に与える影響が軽微であり重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

なお、当社は、関連会社を有しておりません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

・連結子会社の決算日　　　　　12月末　２社

３月末　８社

12月末日決算会社は、12月末決算により連結しております。

連結決算日の不一致による差異に重要なものがある場合には連結上調整を行うこととしており

ます。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定）

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブの評価基準および評価方法

・デリバティブ　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産の評価基準および評価方法

総平均法および先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）であります。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資　　主に定率法によっております。ただし、当社および国内連結

産を除く）　　　　　　　　子会社については、平成10年４月１日以降に取得した建物　

　　　　　　　　　　　　　（建物附属設備を除く。）について、定額法を採用しており

　　　　　　　　　　　　　ます。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　10～38年

機械装置及び運搬具　　　５～12年

ロ．無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

ついて、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．役員賞与引当金　　　　　　当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

　　属方法　　　　　　　　　　年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

　　　　　　　　　　　　　　　基準によっております。

ロ．数理計算上の差異および　　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均

　　過去勤務費用の費用処理　　残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

　　方法　　　　　　　　　　　費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35

項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用

し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間

について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払

見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更しております。

この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金が1,478百万円増加し、その他の包括利益累計額

が2,532百万円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調

整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益および費用は、在外子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　当社グループは、将来の為替の相場変動に伴うリスクの軽減

を図る目的で、デリバティブ取引に関する管理規定を定めて

おり、その規定に基づきヘッジの有効性を判定し、デリバテ

ィブ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累

計を比較勘案し、有効性を評価しております。

⑦　消費税等の会計処理方法　　　税抜方式を採用しております。

(5) 会社計算規則（平成18年２月７日　法務省令第13号、最終改正　平成27年２月６日　法務省令

第６号）に基づいて、連結計算書類を作成しております。

2．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 254,307百万円

3．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 135,171,942株 0株 0株 135,171,942株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成26年６月26日開催の第79回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 2,026百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日　　　　　　　　　平成26年３月31日

・効力発生日　　　　　　　平成26年６月27日

ロ．平成26年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,350百万円

・１株当たり配当額 10円

・基準日　　　　　　　　　平成26年９月30日

・効力発生日　　　　　　　平成26年12月10日

－ 3 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成27年６月24日開催予定の第80回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 2,026百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日　　　　　　　　　平成27年３月31日

・効力発生日　　　　　　　平成27年６月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

4．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達については主に

銀行借入による方針であります。また、デリバティブは、将来の為替の変動によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社グルー

プでは、債権管理の基準等に従って、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、

主な取引先の信用状況を定期的に把握することにより、リスクの軽減を図っております。

なお、外貨建ての債権については、為替の変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引を利

用しております。

デリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた当社グループの管理規定

に基づき行っており、デリバティブの利用においては、信用リスクを考慮して取引先を選定し

ております。

有価証券および投資有価証券は、譲渡性預金および株式であります。譲渡性預金は、取引先の

信用リスクに晒されておりますが、安全性の高い短期間のものにより運用しております。また、

株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価および出資先の財務状況

等を把握するなどのリスク管理を行っております。

営業債務である買掛金および未払金等は、全てが１年以内の支払期日であります。

短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。

なお、買掛金および短期借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、

資金収支計画を作成するなどの方法により、リスクを回避しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。

－ 4 －
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（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 15,602 15,602 －

(2) 受取手形及び売掛金 37,406

貸倒引当金（※１） △14

37,391 37,391 －

(3) 有価証券および投資有価証券

その他有価証券 450 450 －

(4) 預け金 29,680 29,680 －

資　　　産　　　計 83,125 83,125 －

(5) 買掛金 18,469 18,469 －

(6) 短期借入金 600 600 －

(7) 未払金 5,409 5,409 －

(8) 未払費用 8,083 8,083 －

負　　　債　　　計 32,563 32,563 －

(9) デリバティブ取引（※２）

ヘッジ会計が適用されていないもの 244 244 －

デリバティブ取引計 244 244 －

（※１）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(4) 預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(3) 有価証券および投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、譲渡性預金は短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(5) 買掛金、(6) 短期借入金、(7) 未払金、(8) 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(9) デリバティブ取引

・ヘッジ会計が適用されていないもの

取引金融機関から提示された価格等により算定しております。

 (注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額43百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3) 有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

－ 5 －
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5．１株当たり情報に関する注記

・１株当たり純資産額 1,009円75銭

・１株当たり当期純利益金額 47円69銭

「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」に記載のとおり、退職給

付に関する会計基準等を適用しております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は10

円94銭増加し、１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

－ 6 －
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個別注記表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

③　デリバティブ　　　　　　　　時価法

④　たな卸資産

・製品・仕掛品　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

・原材料・貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に

を除く）　　　　　　　　　　取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法

　　　　　　　　　　　　　　を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであ

　　　　　　　　　　　　　　ります。

建物及び構築物　　　10～38年

機械及び装置　　　　５～12年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

ついて、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の

債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

②　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

方法　　　　　　　　　　　　末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

　　　　　　　　　　　　　　によっております。

・数理計算上の差異および過　　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均

去勤務費用の費用処理方法　　残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

　　　　　　　　　　　　　　費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額を、
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それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）および「退職給付に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度

より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の

期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支

払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が313百万円減少し、前払年金費用が1,974百万円、

繰越利益剰余金が1,478百万円それぞれ増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利

益および税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

(4) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(5) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

(6) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　当社は、将来の為替の相場変動に伴うリスクの軽減を図る目

的で、デリバティブ取引に関する管理規定を定めており、そ

の規定に基づきヘッジの有効性を判定し、デリバティブ取引

を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累

計を比較勘案し、有効性を評価しております。

(7) 消費税等の会計処理方法　　　　税抜方式を採用しております。

(8) 会社計算規則（平成18年２月７日　法務省令第13号、最終改正　平成27年２月６日　法務省令

第６号）に基づいて、計算書類を作成しております。

2．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 240,539百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 7,214百万円

②　短期金銭債務 984百万円
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3．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 28,064百万円

②　仕入高 3,455百万円

③　営業取引以外の取引高

・受取配当金 445百万円

・受取技術料 226百万円

・資産譲渡高 105百万円

・資産購入高 37百万円

4．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（注） 81,679株 50株 0株 81,729株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加50株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

5．税効果会計に関する注記

　(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。

繰延税金資産

未払賞与 1,422百万円

減損損失 326百万円

未払賞与に係る社会保険料 190百万円

未払事業税 162百万円

一括償却資産の減価償却費損金算入限度超過額 79百万円

その他 461百万円

繰延税金資産小計 2,643百万円

評価性引当額 △426百万円

繰延税金資産計 2,217百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △748百万円

その他有価証券評価差額 △9百万円

その他 △13百万円

繰延税金負債計 △772百万円

繰延税金資産の純額 1,445百万円
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(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始す

る事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産お

よび繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年

度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は110百万円減

少し、法人税等調整額は115百万円増加しております。

6．関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社等

種 類
会社等の
名 称

所在地
資本金

( 百 万 円 )
事業の
内　容

議決権等
の所有（被
所 有 ）
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額

( 百 万 円 )
科 目

期末残高
(百万円)

同一の
親会社
を持つ
会社

富士通キャ
ピタル(株)

東京都
港区

100
資 金 の
貸 付

なし
資金運
用の委
託

営業取引
以外の取
引

資金運用
の委託

138,830 預け金 29,680

受取利息 35

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

資金運用の委託については、委託期間および市中金利等を勘案して決定しております。

7．１株当たり情報に関する注記

・１株当たり純資産額 1,029円33銭

・１株当たり当期純利益金額 40円70銭

「1．重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載のとおり、退職給付に関する会計基準等を

適用しております。この結果、当事業年度の１株当たり純資産額は10円94銭増加し、１株当たり当

期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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